
宮城県公報 令和８年 10月 21日（水） 

号外第 38号 

目 次

条例 

○ 公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例（企業局水道経営課）

○ 流域下水道の構造及び終末処理場の維持管理の基準を定める条例の一部を改正する条例

（同）

○ 事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例（市町村課）

○ 一時保護委託者の登録等に関する基準を定める条例（子ども・家庭支援課）

○ 損失補償契約に係る回収納付金を受け取る権利の放棄に関する条例の一部を改正する条例

（商工金融課）

○ 公共用財産管理条例の一部を改正する条例（用地課）
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次の条例をここに公布する。 

令和８年 10月 21日 

宮城県知事  村  井  嘉  浩 

宮城県条例第 44 号 公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

宮城県条例第 45 号 流域下水道の構造及び終末処理場の維持管理の基準を定める条例の一部を改正する条例 

宮城県条例第 46 号 事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例 

宮城県条例第 47 号 一時保護委託者の登録等に関する基準を定める条例 

宮城県条例第 48 号 損失補償契約に係る回収納付金を受け取る権利の放棄に関する条例の一部を改正する条例 

宮城県条例第 49 号 公共用財産管理条例の一部を改正する条例 
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 公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

公営企業の設置等に関する条例（昭和49年宮城県条例第８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 （市町村負担金）  （市町村負担金） 

第６条の２ 管理者は、下水道法第31条の６第１項の規定により、

市町村負担金（流域下水道の設置及び改築に要する費用に係る

もの及び流域下水道の修繕、維持その他管理に要する費用に係

るもの（以下「維持管理負担金」という。）をいう。以下同じ。）

を流域下水道事業の用に供する施設により利益を受ける市町村

に負担させることができる。 

第６条の２ 管理者は、下水道法第31条の２第１項の規定により、

市町村負担金（流域下水道の設置及び改築に要する費用に係る

もの及び流域下水道の修繕、維持その他管理に要する費用に係

るもの（以下「維持管理負担金」という。）をいう。以下同じ。）

を流域下水道事業の用に供する施設により利益を受ける市町村

に負担させることができる。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

附 則 

この条例は、公布の日又は下水道法等の一部を改正する法律（令和８年法律第65号）の施行の日のいずれか遅い日から施行する。 
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 流域下水道の構造及び終末処理場の維持管理の基準を定める条例の一部を改正する条例 

流域下水道の構造及び終末処理場の維持管理の基準を定める条例（平成31年宮城県条例第３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 （趣旨）  （趣旨） 

第１条 この条例は、下水道法（昭和33年法律第79号。以下「法」

という。）第25条の30第１項において準用する法第７条第３項及

び第21条第２項の規定に基づき、流域下水道の構造の技術上の

基準及び終末処理場の維持管理の基準を定めるものとする。 

第１条 この条例は、下水道法（昭和33年法律第79号。以下「法」

という。）第25条の30第１項において準用する法第７条第２項及

び第21条第２項の規定に基づき、流域下水道の構造の技術上の

基準及び終末処理場の維持管理の基準を定めるものとする。 

附 則 

この条例は、公布の日又は下水道法等の一部を改正する法律（令和８年法律第65号）の施行の日のいずれか遅い日から施行する。 
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事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例 

事務処理の特例に関する条例（平成11年宮城県条例第54号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（市町村が処理する事務の範囲等） （市町村が処理する事務の範囲等） 

第２条 ［略］ 

事 務 市 町 村 

［略］ ［略］ 

34の４ 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関

する法律（以下この項において「法」という。）及

び鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する

法律施行規則（以下この項において「省令」という。）

に基づく事務のうち、次に掲げるもの 

(1) 法第９条第１項、第２項、第４項から第９項

まで、第11項及び第13項の規定による許可等（鳥

獣の管理のための鳥獣（ツキノワグマ（法第34条

の２第１項に規定する住居等又はその付近に出

現したものに限る。）に限る。）の捕獲等（人の

生命又は身体に被害が生じ、又は生ずるおそれが

ある場合に行うものに限る。以下この項において

「捕獲等」という。）に係るものに限る。） 

(2) 法第10条第１項の規定による命令（法第９条

第１項の規定に違反して許可を受けないでした

捕獲等及び(1)に掲げる条件の付加に係るものに

限る。）

(3) 法第10条第２項の規定による許可の取消し

（(1)に掲げる許可に係るものに限る。）

仙台市 気仙沼市 白石市 

 名取市 角田市 岩沼市 

 登米市 栗原市 東松島

市 大崎市 富谷市 蔵王

町 七ヶ宿町 大河原町 

村田町 柴田町 川崎町 

丸森町 亘理町 山元町 

松島町 利府町 大和町 

大郷町 大衡村 色麻町 

加美町 涌谷町 美里町 

南三陸町 

第２条 ［略］ 

事 務 市 町 村 

［略］ ［略］ 

34の４ 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関

する法律（以下この項において「法」という。）及

び鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する

法律施行規則（以下この項において「省令」という。）

に基づく事務のうち、次に掲げるもの 

(1) 法第９条第１項、第２項、第４項から第９項

まで、第11項及び第13項の規定による許可等（鳥

獣の管理のための鳥獣（ツキノワグマ（住民が日

常生活又は社会生活を営んでいる地域に出現し

たものに限る。）に限る。）の捕獲等（緊急に行

う必要があるものに限る。以下この項において

「捕獲等」という。）に係るものに限る。）

(2) 法第10条第１項の規定による命令（法第９条

第１項の規定に違反して許可を受けないでした

捕獲等及び(1)に掲げる条件の付加に係るものに

限る。）

(3) 法第10条第２項の規定による許可の取消し

（(1)に掲げる許可に係るものに限る。）

仙台市 白石市 名取市 

角田市 岩沼市 登米市 

栗原市 東松島市 大崎市 

 富谷市 蔵王町 七ヶ宿

町 大河原町 村田町 柴

田町 川崎町 丸森町 松

島町 利府町 大和町 大

郷町 大衡村 色麻町 加

美町 涌谷町 美里町 南

三陸町 
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(4) 法第75条第１項及び第３項の規定による報告

の徴収等（(1)に掲げる許可に係るものに限る。） 

(5) 省令第７条第８項及び第11項から第14項まで

の規定による要求等（(1)に掲げる許可に係るも

のに限る。）

［略］ ［略］ 

(4) 法第75条第１項及び第３項の規定による報告

の徴収等（(1)に掲げる許可に係るものに限る。） 

(5) 省令第７条第８項及び第11項から第14項まで

の規定による要求等（(1)に掲げる許可に係るも

のに限る。）

［略］ ［略］ 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際改正後の事務処理の特例に関する条例第２条の表34の４の項の左欄に掲げる事務に係るそれぞれの法令（以下「法

令」という。）の規定により知事が行った処分その他の行為で現にその効力を有するもの又はこの条例の施行の日（以下「施行日」とい

う。）前に法令の規定により知事に対してなされた申請その他の行為で施行日以後においては同表の右欄に掲げる市町村の長が管理し、

及び執行することとなる事務に係るものは、施行日以後における法令の規定の適用については、当該市町村の長の行った処分その他の行

為又は当該市町村の長に対してなされた申請その他の行為とみなす。 
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一時保護委託者の登録等に関する基準を定める条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」という。）第34条の22第２項の規定に基づき、一時保護委託者の登録

等に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例による。 

（最低基準の目的等） 

第３条 この条例で定める基準（次項において「最低基準」という。）は、登録一時保護委託者が一時保護を行う施設（以下「登録一時保

護委託施設」という。）に入所している児童が、明るく、衛生的な環境において、心身ともに健やかにして、安全な生活を送ることを保

障するものとする。 

２ 県は、最低基準を常に向上させるように努めるものとする。 

（登録一時保護委託者の一般原則） 

第４条 登録一時保護委託者は、入所している児童の権利に十分配慮するとともに、一人一人の人格を尊重して、その運営を行わなければ

ならない。 

２ 登録一時保護委託者は、入所している児童の国籍、信条、社会的身分等によって、差別的取扱いをしてはならない。 

３ 登録一時保護委託者は、法第33条第１項又は第２項に規定する一時保護の目的を達成するために必要な設備を設けなければならない。 

（児童の権利の制限） 
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第５条 登録一時保護委託者は、正当な理由なく、児童の権利を制限してはならない。 

２ 登録一時保護委託者は、前項の正当な理由があり、やむを得ず児童の権利を制限する場合は、その理由について十分な説明を行い、児

童の理解を得るよう努めなければならない。 

（児童の行動の制限） 

第６条 登録一時保護委託者は、施錠等により児童の行動を制限してはならない。 

 （虐待等の禁止） 

第７条 登録一時保護委託者の職員（登録一時保護委託者の管理者を含む。以下同じ。）は、入所している児童に対し、法第33条の10第１

項各号に掲げる行為その他当該児童の心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

 （児童対象性暴力等の防止） 

第８条 登録一時保護委託者は、法第34条の22第６項において準用する法第21条の５の18第４項の規定により、児童対象性暴力等を防止し、

及び児童対象性暴力等が行われた場合に児童を適切に保護するため、児童等対象業務従事者（児童と接する業務に従事する者のうち、支

配性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該児童に接するものをいう。）に係る犯罪事実確認（学校設置者等及び民間教育保育等事業

者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第69号）第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）

その他の必要な措置を講じなければならない。 

（非常災害対策） 

第９条 登録一時保護委託者は、登録一時保護委託施設において、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非常災害に必要な設備を設けな

ければならない。 

２ 登録一時保護委託者は、非常災害に対する具体的な計画を立て、これに対する不断の注意と訓練に努める体制を整備しなければならな
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い。 

３ 登録一時保護委託者は、前項の訓練のうち、避難及び消火に対する訓練は、少なくとも毎月１回、これを行う体制を整備しなければな

らない。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第10条 登録一時保護委託者は、児童の登録一時保護委託施設外での活動、取組等のための移動その他の児童の移動のために自動車を運行

するときは、児童の乗車及び降車の際に、点呼その他の児童の所在を確実に把握することができる方法により、児童の所在を確認する体

制を整備しなければならない。 

（児童の権利擁護） 

第11条 登録一時保護委託者は、入所する児童に対し、その意見又は意向（法第33条の３の３の規定により知事又は児童相談所長が行う意

見聴取等措置において表明された意見又は意向を含む。）を尊重した支援を行う体制を整備しなければならない。 

（児童の所持品等） 

第12条 登録一時保護委託者は、入所する児童の所持品等の取扱いについて、次の各号に掲げる要件を満たす体制を整備しなければならな

い。 

(1) 合理的な理由なく、児童の所持する物の持込みを禁止しないこと。 

(2) 前号の合理的な理由があり、やむを得ず児童の所持する物の持込みを禁止する場合は、児童又は他人の生命等に関わる緊急の場合

を除き、あらかじめ知事又は児童相談所長に相談すること。 

(3) 第１号の合理的な理由があり、やむを得ず児童の所持する物の持込みを禁止する場合は、知事又は児童相談所長が、児童に対して、

その理由について十分な説明を行い、児童の理解を得るために、知事又は児童相談所長に協力するよう努めること。 
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(4) 児童の所持する物を保管する場合は、紛失、盗難、毀損等が生じないような設備に保管すること。 

（構造設備の基準） 

第13条 登録一時保護委託施設の構造設備は、次に掲げる要件を満たさなければならない。 

(1) 採光、換気等入所している児童の保健衛生及びこれらの児童に対する危害防止に十分な考慮を払って設けること。 

(2) 児童の居室、食事をする場、浴室及び便所を設けること。 

(3) 児童の居室は、児童が穏やかに過ごすことができ、安心して暮らすことができる環境を整えること。 

(4) 入所している児童の年齢等に応じ、男子と女子の居室を別にすること。 

(5) 浴室及び便所は、男子用と女子用とを別にすること。ただし、少数の児童を対象として設けるときは、この限りでない。 

(6) 居室、浴室及び便所を設けるに当たっては、入所する児童の年齢、性別、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関

する国民の理解の増進に関する法律（令和５年法律第68号）第２条第１項に規定する性的指向及び同条第２項に規定するジェンダーア

イデンティティ等に配慮すること。 

(7) 30人以上を入所させる施設には、医務室及び静養室を設けること。 

(8) 児童の生活の場は、児童のプライバシーの保護に十分に配慮した環境を整えること。 

（登録一時保護委託者における職員の一般的要件） 

第14条 登録一時保護委託者は、登録一時保護委託施設に入所する児童の保護に従事する職員について、健全な心身を有し、豊かな人間性

と倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉事業の理論及び実際について訓練を受けたものとなるよう、

体制を整備しなければならない。 

（夜間の職員配置） 
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第15条 登録一時保護委託者は、登録一時保護委託施設において、夜間、少なくとも職員１人以上を置く体制を整備しなければならない。 

（他の社会福祉施設を併せて設置するときの設備及び職員の基準） 

第16条 登録一時保護委託者は、登録一時保護委託施設を他の社会福祉施設と併せて設置するときは、必要に応じ当該登録一時保護委託施

設の設備及び職員の一部を併せて設置する社会福祉施設の設備及び職員に兼ねることができる。 

２ 前項の規定は、入所する児童の居室及び登録一時保護委託施設に特有の設備並びに入所する児童の保護に直接従事する職員については、

適用しない。 

（食事） 

第17条 登録一時保護委託施設における入所する児童の食事の提供は、次に掲げる要件を満たさなければならない。 

(1) 入所する児童に食事を提供するときは、栄養及び入所する児童の身体的状況を考慮したものでなければならないこと。 

(2) 児童の健康な生活の基本としての食を営む力の育成に努めなければならないこと。 

（養護） 

第18条 登録一時保護委託者は、登録一時保護委託施設における養護について、児童に対して安定した生活環境を整えるとともに、生活支

援及び教育を行いつつ児童を養育することにより、児童の心身の健やかな成長を支援することを目的として行う体制を整備しなければな

らない。 

（生活支援、教育及び親子関係再構築支援等） 

第19条 登録一時保護委託者は、登録一時保護委託施設における生活支援について、児童の自主性を尊重しつつ、基本的生活習慣を確立す

るとともに豊かな人間性及び社会性を養うことができるように行う体制を整備しなければならない。 

２ 登録一時保護委託者は、登録一時保護委託施設における教育について、児童がその適性、能力等に応じた学習を行うことができるよう、
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適切な相談、助言、情報の提供等の支援により行う体制を整備しなければならない。 

３ 登録一時保護委託者は、学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校（幼稚園を除く。）に在籍している児童が適切な教

育を受けられるよう、当該児童の希望を尊重しつつ、その置かれている環境その他の事情を勘案し、通学の支援その他の教育に必要な支

援に関して、児童相談所と協力して行うよう努める体制を整備しなければならない。 

４ 登録一時保護委託者は、児童の家庭の状況に応じ、親子関係の再構築等が図られるよう、必要な支援等に関して、児童相談所と協力し

て行うよう努める体制を整備しなければならない。 

５ 登録一時保護委託者は、児童が適切な支援を受けられるよう、一時保護の解除後も当該解除を行った児童相談所に必要な協力をするよ

う努める体制を整備しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第20条 登録一時保護委託者の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た児童又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 登録一時保護委託者は、登録一時保護委託者の職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た児童又はその家族の秘密を

漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

（苦情への対応） 

第21条 知事は、登録一時保護委託施設に入所している児童又はその保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付

けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。 

２ 知事は、前項の必要な措置として、苦情の公正な解決を図るために、苦情の解決に当たって当該登録一時保護委託者の職員以外の者を

関与させなければならない。 

（委任） 
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第22条 この条例に定めるもののほか、一時保護委託者の登録等に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第８条の規定は、令和８年12月25日から施行する。 

13



 

 

損失補償契約に係る回収納付金を受け取る権利の放棄に関する条例の一部を改正する条例 

損失補償契約に係る回収納付金を受け取る権利の放棄に関する条例（平成23年宮城県条例第128号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（回収納付金を受け取る権利の放棄） 

 

（回収納付金を受け取る権利の放棄） 

第３条 ［略］ 第３条 ［略］ 

(1)～(5) ［略］ (1)～(5) ［略］ 

(6) 産業競争力強化法第２条第22項に規定する特定認証紛争

解決事業者が行う同条第23項に規定する特定認証紛争解決手

続に基づき策定された事業の再生に関する計画 

(6) 産業競争力強化法第２条第21項に規定する特定認証紛争

解決事業者が行う同条第22項に規定する特定認証紛争解決手

続に基づき策定された事業の再生に関する計画 

(7)～(9) ［略］ 

 

(7)～(9) ［略］ 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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公共用財産管理条例の一部を改正する条例 

公共用財産管理条例（平成12年宮城県条例第76号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（使用料） （使用料） 

第14条 ［略］  第14条 ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

４ 電気通信事業法第143条の５第１項に規定する認定鉄塔等提

供事業者が行う同項に規定する認定鉄塔等提供事業に係る使用

料は、第１項の規定にかかわらず電気通信事業法施行令別表第

２の規定に基づき算定するものとする。 

 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ 改正後の第14条第４項の規定は、この条例の施行の日以後の使用に係る使用料について適用し、同日前の使用に係る使用料については、

なお従前の例による。 

16


	01_宮城県公報（表紙・目次）原本
	02_公布文
	条例44
	条例45
	条例46
	条例47
	条例48
	条例49



